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 はじめに 
 
我が国経済は、平成１０年度には金融システムに対する信頼の低下や雇用不安などを背景

として厳しい経済状況の中にあった。政府は、平成１０年１１月に緊急経済対策を実施する

など金融危機、経済不況の克服に取り組んできた。さらに平成１１年１１月には、景気回復

の一段の推進に努めるとともに経済社会構造改革を実現することを目指して経済新生対策を

実施した。こうした各種施策の効果に加え、アジア経済の回復などの影響で、我が国経済は

緩やかな改善が続いており、景気は最悪期を脱したものと思われる。しかし、企業のリスト

ラ等により所得が低迷していることなどの影響により、個人消費など経済の自律的回復の鍵

を握る民需の動向は依然として弱い状況となっている。 
 一方、平成１１年度の地方財政は、我が国経済の厳しい状況を反映して、地方税収の低迷・

伸び悩みなどにより、平成６年度以降多額の財源不足が続いていることや、数次の景気対策

による公共事業追加や減税の実施等により借入金が急増し、平成１１年度末では、借入金残

高が１７６兆円となっている。その元利償還が財政を圧迫する要因となることから、地方財

政は、構造的にみて極めて厳しい状況となっている。 
 こうした中で、平成１１年度の本市の決算状況は、恒久的な減税が実施されたことにより

税収は減少したものの、その影響額については地方特例交付金の交付、減税補てん債の発行

などにより補てん措置がなされた。一般財源については、地方交付税が前年度対比９．３％

伸びたことなどにより、前年度対比４．０％の伸びとなった。また、歳入総額に占める一般

財源比率は、ふれあいスポーツセンター建設をはじめとする大型事業が平成１０年度で完了

したことによって市債の発行が大幅に減少したため、前年度対比５．５％の伸びとなった。

財政構造の弾力性を判断する指標の一つである経常収支比率については、前年度より２．３

ポイント低下し８３．１％になったが、平成５年度以降、ガイドラインとされる８０％を超

えるなど、本市の財政は極めて厳しい状況となっている。 
 ２１世紀の到来を間近に控え、急激に進む高齢化社会への対応をはじめ、情報化、国際化

の進展に伴う社会経済情勢への対応、変貌著しい時代において多様化する行政ニーズを的確

にとらえた対応などが地方自治体に求められている。 
本市では、第６次総合計画に基づき、能越自動車道の促進をはじめ各基幹道路網の整備に

努めたほか、市民のスポーツ振興並びに２０００年とやま国体ハンドボール競技のメイン会

場となるふれあいスポーツセンターの建設、斎場の建設、更に氷見地区マリノベーション拠

点漁港漁村整備事業など各種重要施策を積極的に推進したところである。 
 今後も、こうした多様化する行政需要に弾力的に対応できるよう、各種施策の優先順位に

ついての厳しい選択を行いながら、限られた財源の重点的・効率的な配分に徹し、市民の信

頼と期待に応える行財政運営に努めることが肝要である。 
 本書は、平成１１年度の一般会計決算を中心に取りまとめたものであるが、本市の財政状

況等について御理解いただければ幸いである。 
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財財財財    政政政政    指指指指    標標標標    のののの    解解解解    説説説説    
（１） 標準財政規模………地方公共団体の一般財源の標準規模を示す。 

基準財政
収 入 額     

－ 

地方道路譲与税 
自動車重量譲与税 
航空機燃料譲与税 
特別とん譲与税 
交通安全対策特別交付金 

× 100/75 ＋ 

地方道路譲与税 
自動車重量譲与税 
航空機燃料譲与税 
特別とん譲与税 
交通安全対策特別交付金 

＋ 普通交付税 

 

（２） 財政力指数………地方公共団体の財政力を判断する理論上の指標を示す。 

           数値は、過去３か年の平均値である。（１に近く１を超えるほど財源

に余裕があるものとされる。） 
基準財政収入額 
基準財政需要額 

 

（３） 実質収支比率………標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す。 

            （おおむね３～５％が望ましいとされる。） 

実質収支額 
標準財政規模 

× 100（％） 

 

（４）経常収支比率………財政構造の弾力性を判断する指標を示す。人件費、扶助費、公債

費等の義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付税を中心とす

る経常的な収入たる一般財源がどの程度充当されているかをみる

ものである。（一般的には、都市にあっては７５％程度が妥当とさ

れる。） 

経常経費充当一般財源の額 
経常一般財源（歳入） 

× 100（％） 

 

（５）公債費比率………公債費の一般財源等に占める割合を示す。 
地方債元利償還金 
(繰上償還は除く)(Ａ ) 
－ 

元利償還に充てら    災害復旧費等に係る 
れた特定財源(Ｂ)  ＋ 基準財政需要額(Ｃ) 

標準財政規模(Ｄ)－(Ｃ) 

 
× 100（％） 

 

（６）起債制限比率………地方債の許可制限に係る指標として地方債許可方針に規定された

もの。次の算式による比率の過去３年間の平均をいう。（この比率

が２０％を超えると一部の地方債の借入が制限される。） 

上記(Ａ) － 
上記(Ｂ)＋上記(Ｃ)＋事業費補正により基準財政需要額  
          に算入された公債費(Ｅ) 

上記(Ｄ)－(Ｃ)－(Ｅ) 

 
× 100（％） 
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◎ 平成１１年度決算の概況  
 
１１１１    決算規模決算規模決算規模決算規模 
 平成１１年度の一般会計決算額は、次のとおりである。 
  歳入 ２５，３７５，８１０千円 （前年度 ２６，７８３，８５３千円） 
  歳出 ２４，６１８，５５４千円 （前年度 ２６，１５７，４２９千円） 
 前年度に比べて、歳入

では１，４０８，０４３

千円、５．３％の減、歳

出では１，５３８，８７

５千円、５．９％の減と

なった。 
 なお、決算規模の推移

は、第１図のとおりであ

る。決算規模は、平成４

年度では景気対策事業の

導入等により、初めて２

００億円の大台に乗った。

それ以降は景気の低迷等

の影響を受け、伸び率は

鈍化している。平成１１

年度は、ふれあいスポー

ツセンター建設事業をはじめとする大型事業が前年度で完了したことによる普通建設事業費

の減等により歳出では５．９％の減となった。 
 

２２２２    決算収支決算収支決算収支決算収支 
 平成１１年度の決算収支の状況は、第１表のとおりである。 
 歳入歳出差引額（形式収支）は、７５７，２５６千円の黒字となったが、ここから明許繰

越等の事業に充てるため翌年度に繰り越すべき財源２０３，６１０千円を控除したもの、す

なわち実質収支においては５５３，６４６千円の黒字となり、前年度を若干上回ったことか

ら、単年度収支（今年度実質収支－前年度実質収支）では６３，４３６千円の黒字、実質収

支比率（実質収支の標準財政規模に占める割合）は４．０％と前年度より０．３ポイントの

上昇となった。一方、実質的な黒字要素となる財政調整基金積立金及び繰上償還金、赤字要

素となる財政調整基金取崩額を加味した実質単年度収支においては１１３，３０１千円の黒

字となった。 
 なお、実質収支の推移は、第２図のとおりである。 

第１図    決算規模の推移
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区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 
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第２図  実質収支の推移
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第１表   一般会計決算収支の状況   

   （単位：千円） 

区          分 平成１０年度 平成１１年度 

1 歳入総額 26,783,853  25,375,810  

2 歳出総額 26,157,429  24,618,554  

3 歳入歳出差引額(１－２) 626,424  757,256  

4 翌年度に繰り越すべき財源 136,214  203,610  

5 実質収支(３－４) 490,210  553,646  

6 単年度収支 △ 25,650  63,436  

7 財政調整基金積立金 270,619  253,230  

8 繰上償還金 178,061  56,635  

9 財政調整基金取崩額 400,000  260,000  

10 実質単年度収支(６＋７＋８－９) 23,030  113,301  

11 実質収支比率(５／１２) 3.7%  4.0%  

12 標準財政規模 13,399,965  13,706,403  

 

 

区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

実質収支 446 591 538 580 471 510 546 516 490 554 
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３３３３    歳入の状況歳入の状況歳入の状況歳入の状況 
 平成１１年度の歳入決算額は、２５，３７５，８１０千円で、前年度（２６，７８３，８

５３千円）に比べ１，４０８，０４３千円、５．３％の減（前年度７．２％の増）となった。 
歳入の内訳は、第２表の

とおりである。一般財源で

は、市税は５，５２９，９

９８千円（構成比２１．

８％）、地方交付税８，５

７５，１８５千円（３３．

８％）等、一般財源総額は

１５，４２１，７２７千円

で前年度に比べ５９９，１

３４千円、４．０％の増と

なり、この結果一般財源の

歳入総額に占める割合（一

般財源比率）は６０．８％

で、前年度を上回った。特

定財源では、国庫支出金２，

５５５，２３１千円（１０．

１％）、県支出金１，４４

６，２６２千円（５．７％）、

市債（減税補てん債を除

く。）２，９６５，５００

千円（１１．７％）等、特

定財源総額は９，９５４，

０８３千円で前年度に比べ２，００７，１７７千円、１６．８％の減となった。主な要因と

しては、ふれあいスポーツセンターをはじめとする普通建設事業費の減により、過去最大規

模の市債発行となった前年度と比べ２，７８２，４００千円の減となったことが挙げられる。 
 第３図は、これらの歳入総額に占める割合の推移を示したものである。市税は、特別減税

の影響で構成比は２１．８％となった。地方交付税は、平成４年度以降、基金費の減等によ

りその構成比を低めていたが、平成１１年度は３３．８％となり前年度より４．５ポイント

上昇となった。市債は、度重なる経済対策による特別減税の実施に伴う減税補てん債の発行、

普通建設事業費への充当等により、市債依存度は非常に高くなっていた。しかし、平成１１

年度は、大型事業が前年度で完了したことにより普通建設事業費が減となったため、市債依

存度は１２．０％となり前年度より９．８ポイント下降となった。 
 

第３図   歳入に占める構成比の推移
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区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

市税 23.9 24.7 24.1 23.3 22.4 23.5 23.1 23.1 20.7 21.8 

地方交付税 34.0 34.1 32.0 30.3 30.5 30.1 29.6 30.0 29.3 33.8 

地方譲与税 4.2 4.4 3.6 3.9 4.3 4.4 3.8 1.4 1.0 1.1 

国庫支出金 7.5 8.2 8.7 9.7 8.2 7.7 8.8 7.4 6.9 10.1 

県支出金 8.3 7.4 6.8 5.8 5.5 5.8 6.0 6.2 5.5 5.7 

市債 7.3 10.0 8.2 14.7 16.7 18.1 14.9 17.5 21.8 12.0 

諸収入 3.4 4.1 3.3 3.1 3.3 3.2 3.0 3.2 3.1 3.7 

その他 9.4 8.9 10.3 9.2 9.1 7.2 10.8 11.2 11.7 11.8 
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第２表   一般会計歳入決算額の状況        

       （単位：千円、％） 

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 増減率 
区    分 

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 10／9 11／10 

市税 5,780,899 23.1 5,533,733 20.7 5,529,998 21.8 △ 4.3 △ 0.1 

地方譲与税 350,210 1.4 261,164 1.0 268,855 1.1 △ 25.4 2.9 

利子割交付金 90,575 0.4 60,741 0.2 66,899 0.3 △ 32.9 10.1 

地方消費税交付金 119,112 0.5 528,217 2.0 499,588 2.0 343.5 △ 5.4 

ゴルフ場利用税交付金 23,599 0.1 21,341 0.1 20,536 0.1 △ 9.6 △ 3.8 

特別地方消費税交付金 28,913 0.1 32,855 0.1 25,852 0.1 13.6 △ 21.3 

自動車取得税交付金 208,703 0.8 176,233 0.7 165,469 0.6 △ 15.6 △ 6.1 

地方特例交付金       170,735 0.6   皆増 

地方交付税  7,497,252 30.0 7,845,618 29.3 8,575,185 33.8 4.6 9.3 

  普通交付税 6,434,223 25.7 6,692,408 25.0 7,297,178 28.8 4.0 9.0 

  特別交付税 1,063,029 4.3 1,153,210 4.3 1,278,007 5.0 8.5 10.8 

交通安全対策特別交付金 12,243 0.0 11,891 0.0 11,910 0.1 △ 2.9 0.2 

減税補てん債     ※ 336,400 1.3 350,800 1.3 86,700 0.4 4.3 △ 75.3 

一般財源計一般財源計一般財源計一般財源計    14,447,906 57.8 14,822,593 55.3 15,421,727 60.8 2.6 4.0 

分担金及び負担金 526,798 2.1 543,239 2.0 488,643 1.9 3.1 △ 10.1 

使用料 249,464 1.0 222,094 0.8 178,939 0.7 △ 11.0 △ 19.4 

手数料 128,507 0.5 127,726 0.5 118,122 0.5 △ 0.6 △ 7.5 

国庫支出金 1,858,137 7.4 1,849,900 6.9 2,555,231 10.1 △ 0.4 38.1 

県支出金 1,556,172 6.2 1,470,409 5.5 1,446,262 5.7 △ 5.5 △ 1.6 

財産収入 228,660 0.9 113,206 0.4 152,806 0.6 △ 50.5 35.0 

寄附金 64,097 0.3 20,478 0.1 20,177 0.1 △ 68.1 △ 1.5 

繰入金 499,839 2.0 724,743 2.7 454,024 1.8 45.0 △ 37.4 

繰越金 600,873 2.4 585,315 2.2 626,424 2.5 △ 2.6 7.0 

諸収入 791,429 3.2 820,350 3.1 947,955 3.7 3.7 15.6 

市債（減税補てん債を除く） 4,044,400 16.2 5,483,800 20.5 2,965,500 11.7 35.6 △ 45.9 

特定財源計特定財源計特定財源計特定財源計    10,548,376 42.2 11,961,260 44.7 9,954,083 39.2 13.4 △ 16.8 

合合合合            計計計計    24,996,282 100.0 26,783,853 100.0 25,375,810 100.0 7.2 △ 5.3 

＊平成９年度については、臨時税収補てん債 
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（１）市税 
 市税の決算額は、５，５２９，９９８千円で、前年度（５，５３３，７３３千円）に比べ

３，７３５千円、０．１％の減となった。第４図は、市税の対前年度増減率の推移を示した

ものである。個人市民税は、特別減税の実施により前年度同様、減となった。法人市民税は、

企業の業績悪化等により前年度同様、減となった。固定資産税は、家屋の課税客体の増等に

より増となった。 
 内訳は、第３表のとおり

である。個人市民税は、２，

０２０，３２０千円で、前

年度に比べ６８，１７１千

円、３．３％の減、法人市

民税は、３６６，４２１千

円で、前年度に比べ２５，

７３３千円、６．６％の減、

固定資産税は、２，７３０，

３０２千円で、前年度に比

べ６６，１９４千円、２．

５％の増、軽自動車税は、

８９，９１５千円で、前年

度に比べ２，３０８千円、

２．６％の増、たばこ税は、

２９３，８８２千円で、前

年度に比べ１９，７１３千

円、７．２％の増、特別土

地保有税は、４２６千円で、

前年度に比べ２７千円、６．

０％の減、入湯税は、２８，

７３２千円で、前年度に比

べ１，９８１千円、７．４％

の増となった。 
 なお、現年課税分徴収率

は、固定資産税で０．４ポ

イント、軽自動車税で０．３ポイント下降し、市税全体でも０．１ポイント下降して９７．

９％となった。 

 

 

第４図  市税の対前年度増減率の推移

△ 15.0
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固定資産税

市税総額

名目ＧDＰ

 
       2  3  4  5  6  7  8   9   10 11 

 
 
 
 
 

区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

個人市民税 6.5 3.7 19.9 △ 2.3 △ 15.0 5.8 0.5 11.9 △ 12.5 △ 3.3 

法人市民税 19.3 △ 4.8 △ 7.6 △ 13.0 11.7 8.1 △ 16.8 △ 2.2 △ 8.0 △ 6.6 

固定資産税 6.4 7.1 6.4 6.2 5.2 6.1 6.6 △ 2.8 2.9 2.5 

市税総額 7.0 3.8 10.2 2.9 △ 3.3 5.9 1.7 3.9 △ 4.3 △ 0.1 

名目ＧDＰ 8.0 5.6 1.9 1.0 0.4 2.3 2.9 0.2 △ 2.1 △ 0.7 
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第３表   市税収入の状況        

       （単位：千円、％） 

平成１０年度 平成１１年度 増減率 

区分 

決算額 
現年課税

分徴収率 
構成比 決算額 

現年課税

分徴収率 
構成比 10／9 11／10 

市民税  2,480,645 98.5 44.8 2,386,741 98.5 43.2△ 11.8 △ 3.8 

  個人 2,088,491 98.3 37.7 2,020,320 98.4 36.5△ 12.5 △ 3.3 

  法人 392,154 99.5 7.1 366,421 99.2 6.6 △ 8.0 △ 6.6 

固定資産税 2,664,108 97.4 48.1 2,730,302 97.0 49.4 2.9 2.5 

軽自動車税 87,607 98.8 1.6 89,915 98.5 1.6 1.4 2.6 

たばこ税 274,169 100.0 5.0 293,882 100.0 5.3 4.4 7.2 

特別土地保有税 453 100.0 0.0 426 100.0 0.0△ 21.2 △ 6.0 

入湯税 26,751 100.0 0.5 28,732 100.0 0.5 △ 3.5 7.4 

合   計 5,533,733 98.0 100.0 5,529,998 97.9 100.0 △ 4.3 △ 0.1 

 

 

（２）地方交付税 
 地方交付税の決算額は、８，５７５，１８５千円で、前年度（７，８４５，６１８千円）

に比べ７２９，５６７千円、９．３％の増となった。この結果、歳入総額に占める割合は、

前年度よりも４．５ポイント上昇し、３３．８％となった。内訳は、普通交付税が７，２９

７，１７８千円で、前年度に比べ６０４，７７０千円、９．０％の増、特別交付税が１，２

７８，００７千円で、前年度に比べ１２４，７９７千円、１０．８％の増となった。 
普通交付税の状況は、第４表のとおりである。経常経費は、道路橋梁費、高齢者保健福祉

費、企画振興費等の増により２．７％の増、投資的経費は農業行政費等が減となったが、下

水道費、企画振興費が増となったため全体では５．２％の増、公債費を含むその他の経費は、

辺地対策事業債償還費の増、財源対策債償還費の増、制度廃止により緊急地域経済対策費の

皆減などにより３．１％の減となり、基準財政需要額全体では３．０％の増となった。一方、

基準財政収入額は、特別減税等により４．８％の減となった。 
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第４表   普通交付税の状況    

   （単位：千円、％） 

区    分 平成１０年度 平成１１年度 増減率 

  経常的経費 7,429,475 7,626,790 2.7 

  投資的経費 3,573,603 3,758,930 5.2 

基準財政需要額 その他の経費 782,283 758,155 △ 3.1 

  算出額計 11,785,361 12,143,875 3.0 

  錯誤額 1,340   - 

  計   Ａ 11,786,701 12,143,875 3.0 

  算出額 5,099,912 4,877,464 △ 4.4 

基準財政収入額 錯誤額 △ 13,062 △ 37,139 184.3 

  計   Ｂ 5,086,850 4,840,325 △ 4.8 

交付基準額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 6,699,851 7,303,550 9.0 

調整額 Ｄ 7,443 6,372 △ 14.4 

交付額 Ｃ－Ｄ 6,692,408 7,297,178 9.0 

 

 

（３）国庫支出金 
 国庫支出金の決算額は、２，５５５，２３１千円で、前年度（１，８４９，９００千円）

に比べ７０５，３３１千円、３８．１％の増となった。 
 普通建設事業費支出金は、８０３，００４千円で、前年度（５９９，０２６千円）に比べ

２０３，９７８千円、３４．１％の増、災害復旧事業費支出金は、１１６，８５３千円で、

前年度（１３３，１９３千円）に比べ１６，３４０千円、１２．３％の減、介護保険円滑導

入特例交付金は４６１，５８０千円の皆増、少子化対策臨時特例交付金は５７，３４９千円

の皆増となった。 
前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、リサイクルプラ

ザ建設事業による廃棄物処理施設整備事業費補助金の１４６，３４３千円の皆増、環状南線

整備事業の増をはじめとする地方道路臨時整備交付金の９８，０３３千円の増、湖南小学校

体育館改築事業の完了による小学校建設事業費補助金の減などが挙げられる。 
 
（４）県支出金 
 県支出金の決算額は、１，４４６，２６２千円で、前年度（１，４７０，４０９千円）に

比べ２４，１４７千円、１．６％の減となった。 
 普通建設事業費支出金は、６５１，９３６千円で、前年度（７６６，７５７千円）に比べ

１１４，８２１千円、１５．０％の減、災害復旧事業費支出金は、１２２，３４５千円で、
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前年度（１２２，２３３千円）に比べ１１２千円、０．１％の増となった。 
前年度と比べて増減の大きなものをみると、普通建設事業費支出金では、簡易型移動通信

用鉄塔施設整備事業の増、沿岸地域流通加工機能強化対策事業の皆減、薮田漁港改修事業の

減などが挙げられる。 
 
（５）市債 
 市債の決算額は、３，０５２，２００千円で、前年度（５，８３４，６００千円）に比べ

２，７８２，４００千円、４７．７％の減となった。 
 主な内訳は、第５表に示したとおりである。農道整備事業の減により、一般公共事業債が

３１，７００千円、５．２％の減、一般単独事業債は、ふれあいスポーツセンター建設事業

の皆減により、地域総合整備事業債が２，２８４，６００千円、８８．１％の減、地方特定

道路整備の減により臨時地方道整備事業債が２０８，０００千円、２７．５％の減、臨時経

済対策事業債の２５，５００千円の増などにより、全体では２，５０８，０００千円、６７．

９％の減となった。また、義務教育施設整備事業債は、湖南小学校体育館改築事業の完了な

どにより皆減、厚生福祉事業債は、斎場整備事業の完了などにより皆減となった。一方、一

般廃棄物処理事業債は、リサイクルプラザ建設事業により４５０，９００千円の増となった。 
 平成１０年度は、減税に伴う減税補てん債（３５０，８００千円）が発行され、今年度も、

減税に伴う減税補てん債（８６，７００千円）が発行された。減税に伴う影響額からたばこ

税の増収分を除した額の４分の３は地方特例交付金で、４分の１は減税補てん債で措置され

たため、前年度に比べ２６４，１００千円、７５．３％の減となった。 
 
（６）その他の歳入 
 その他の歳入の内訳は、地方譲与税２６８，８５５千円、利子割交付金６６，８９９千円、

地方消費税交付金４９９，５８８千円、ゴルフ場利用税交付金２０，５３６千円、特別地方

消費税交付金２５，８５２千円、自動車取得税交付金１６５，４６９千円、地方特例交付金

１７０，７３５千円、交通安全対策特別交付金１１，９１０千円、分担金及び負担金４８８，

６４３千円、使用料及び手数料２９７，０６１千円、財産収入１５２，８０６千円、寄附金

２０，１７７千円、繰入金４５４，０２４千円、繰越金６２６，４２４千円、諸収入９４７，

９５５千円となった。 
 前年度と比べて増減の大きなものをみると、分担金及び負担金は、漁港整備分担金（９，

４１９千円）の減、保育所費負担金（３９，５３４千円）の減などにより、５４，５９６千

円、１０．１％の減となった。使用料及び手数料は、寿養荘使用料（７２，１５４千円）の

減、墓地使用料（１８，１２０千円）の増、ふれあいスポーツセンター使用料（９，５６０

千円）の増などにより、５２，７５９千円、１５．１％の減となった。繰入金は、財政調整

基金繰入金及び減債基金繰入金の減、介護保険円滑導入基金繰入金の増より、２７０，７１

９千円、３７．４％の減となった。 
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第５表   市債発行額の状況     

    （単位：千円）

平成 10 年度 平成 11 年度 平成 11 年度末 
区    分 

発行額 発行額 
差引増減額 

現在高 

１   一般公共事業債 607,000 575,300 △ 31,700 3,587,559 

２   一般単独事業債  3,695,900 1,187,900 △ 2,508,000 16,263,276 

  うち地域総合整備事業債 2,592,400 307,800 △ 2,284,600 474,035 

  うち臨時地方道整備事業債 756,900 548,900 △ 208,000 313,801 

  うち臨時河川等整備事業債   44,800 44,800 46,053 

３   公営住宅建設事業費       463,318 

４   義務教育施設整備事業債 111,500   △ 111,500 2,923,074 

５   辺地対策事業債 388,900 339,900 △ 49,000 2,768,494 

６   公共用地先行取得等事業債       47,100 

７   災害復旧事業債 92,200 69,100 △ 23,100 532,829 

８   一般廃棄物処理事業債 15,900 466,800 450,900 748,773 

９   厚生福祉施設整備事業債 300,400   △ 300,400 1,294,991 

10  簡易水道事業債         

11  財源対策債 184,600 172,500 △ 12,100 883,592 

12  減収補てん債       213,370 

13  臨時財政特例債       243,888 

14  公共事業等臨時特例債       23,813 

15  減税補てん債 350,800 86,700 △ 264,100 1,702,990 

16  臨時税収補てん債       336,400 

17  調整債         

18  県貸付金       178,475 

19  上水道事業出資債 87,400 154,000 66,600 674,042 

合   計 5,834,600 3,052,200 △ 2,782,400 32,885,984 

 
 

４４４４    歳出の状況歳出の状況歳出の状況歳出の状況 
 平成１１年度の歳出決算額は、２４，６１８，５５４千円で、前年度（２６，１５７，４

２９千円）に比べ１，５３８，８７５千円、５．９％の減（前年度７．２％増）となった。 
 
（１）目的別歳出決算額の状況 
 目的別歳出決算額の状況は、第６表のとおりである。 
 歳出総額に占める構成比は、民生費が１９．３％（前年度１６．２％）で最も大きく、次
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いで土木費１４．２％（１４．３％）、総務費１３．８％（１０．３％）、衛生費１３．４％

（１１．１％）、公債費１２．７％（１１．５％）、農林水産業費１０．４％（１０．７％）、

教育費が７．２％（１７．７％）、商工費３．５％（３．１％）、消防費２．５％（２．３％）、

災害復旧費１．３％（１．４％）、議会費１．０％（１．０％）、諸支出金０．４％（０．４％）、

労働費０．２％（０．２％）の順である。 
 前年度と比べて増減の大きなものをみると、総務費が減債基金積立金（４３０，４４０千

円）の増、簡易型移動通信用鉄塔施設整備事業（２７２，１２１千円）の増等により、７１

２，３３５千円、２６．６％の増、民生費が介護保険円滑導入基金積立金（４６１，５８０

千円）の皆増、生活保護扶助費（４６，２４１千円）の増等により、５２３，３４７千円、

１２．４％の増、衛生費がリサイクルプラザ建設事業（７５４，０６３千円）の皆増、斎場

整備事業（４３８，５１５千円）の皆減等により３８５，８７５千円、１３．３％の増、教

育費が湖南小学校体育館改築事業（２８０，０７４千円）の皆減、ふれあいスポーツセンタ

ー建設事業（２，６１７，２９３千円）の皆減等により、２，８５１，９７７千円、６１．

７％の減となっている。 
 なお、目的別歳出決算額の構成比の推移は、第５図のとおりである。 
 

 

第６表   一般会計目的別歳出決算額の状況

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 10／9 11／10

議会費 261,141 1.1 253,942 1.0 251,458 1.0 △ 2.8 △ 1.0

総務費 3,053,279 12.5 2,681,141 10.3 3,393,476 13.8△ 12.2 26.6

民生費 3,963,384 16.2 4,231,762 16.2 4,755,109 19.3 6.8 12.4

衛生費 3,207,230 13.1 2,900,891 11.1 3,286,766 13.4 △ 9.6 13.3

労働費 54,269 0.2 53,418 0.2 53,066 0.2 △ 1.6 △ 0.7

農林水産業費 2,727,732 11.2 2,809,589 10.7 2,568,441 10.4 3.0 △ 8.6

商工費 803,985 3.3 799,194 3.1 855,695 3.5 △ 0.6 7.1

土木費 3,671,843 15.0 3,745,766 14.3 3,506,161 14.2 2.0 △ 6.4

消防費 541,126 2.2 590,024 2.3 623,002 2.5 9.0 5.6

教育費 3,301,628 13.5 4,623,807 17.7 1,771,830 7.2 40.0△ 61.7

災害復旧費 232,149 1.0 359,168 1.4 325,277 1.3 54.7 △ 9.4

公債費 2,583,250 10.6 3,014,895 11.5 3,133,649 12.7 16.7 3.9

諸支出金 9,951 0.0 93,832 0.4 94,624 0.4 842.9 0.8

合   計合   計合   計合   計 24,410,967 100.0 26,157,429 100.0 24,618,554 100.0 7.2 △ 5.9

（単位：千円、％）

増減率
区   分

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度
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（２）性質別歳出決算額の状況 

 性質別歳出決算額の状況は第９表のとおりである。 

 なお、性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。 

 

① 義務的経費 
 義務的経費の決算額は、１１，１３６，６１５千円で、前年度（１０，９２４，３１２千

円）に比べ２１２，３０３千円、１．９％の増となり、歳出総額に占める構成比は、前年度

より３．４ポイント上昇し、４５．２％となった。 
 人件費の決算額は、５，５８５，２１５千円で、前年度（５，６２１，９３３千円）に比

べ３６，７１８千円、０．７％の減となった。また、人件費比率は２２．７％で前年度に比

べ１．２ポイントの上昇となった。内訳は、第７表に示したとおりである。 
 

 

第５図   目的別歳出決算額の構成比の推移
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2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

その他

公債費

教育費

土木費

農林水産業費

衛生費

民生費

総務費

 
区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

総務費 16.9 18.1 18.7 13.0 11.4 11.9 12.8 12.5 10.3 13.8 

民生費 13.6 15.5 15.8 16.1 15.4 15.7 16.7 16.2 16.2 19.3 

衛生費 9.0 9.5 9.5 9.6 11.4 10.7 10.7 13.1 11.1 13.4 

農林水産業費 10.8 10.3 13.1 12.5 15.8 16.8 11.9 11.2 10.7 10.4 

土木費 11.5 12.7 14.1 16.5 17.6 14.6 16.5 15.0 14.3 14.2 

教育費 15.8 15.0 12.5 15.3 11.3 11.8 10.7 13.5 17.7 7.2 

公債費 9.7 10.4 9.2 9.0 9.4 9.9 10.9 10.6 11.5 12.7 

その他 12.7 8.5 7.1 8.0 7.7 8.6 9.9 7.9 8.3 9.0 
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 扶助費の決算額は、２，４１８，９３９千円で、前年度（２，２８７，８５７千円）に比

べ１３１，０８２千円、５．７％の増となった。内訳は第８表のとおりである。訪問入浴サ

ービス事業などによる老人福祉費の増、生活保護費の増等により、全体では１３１，０８２

千円、５．７％の増となった。 
 

第７表   人件費の状況

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

205,887 3.7 207,108 3.7 1,221 0.6

75,701 1.4 56,164 1.0 △ 19,537△ 25.8

4,271,847 76.5 4,181,995 74.9 △ 89,852 △ 2.1

基本給 2,717,345 48.7 2,722,690 48.7 5,345 0.2

その他の手当 1,554,502 27.8 1,459,305 26.1 △ 95,197 △ 6.1

648,941 11.6 668,911 12.0 19,970 3.1

415,538 7.4 466,734 8.4 51,196 12.3

4,019 0.1 4,303 0.1 284 7.1

5,621,933 100.7 5,585,215 100.0 △ 36,718 △ 0.7

区分

合計

地方公務員共済組合負担金

退職手当組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

議員・委員等報酬手当

長等の特別職の給与費

職員給与費

（単位：千円、％）

平成１０年度 平成１１年度 比較

第８表   扶助費の状況

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

社会福祉費 595,250 24.6 592,222 24.5 △ 3,028 △ 0.5

老人福祉費 929,060 38.4 992,349 41.0 63,289 6.8

児童福祉費 546,795 22.6 571,590 23.6 24,795 4.5

生活保護費 209,311 8.7 255,557 10.6 46,246 22.1

災害救助費

小計 2,280,416 94.3 2,411,718 99.7 131,302 5.8

7,441 0.3 7,221 0.3 △ 220 △ 3.0

2,287,857 94.6 2,418,939 100.0 131,082 5.7合    計

１
　
民
生
費

３   教育費

区   分

２   衛生費

（単位：千円、％）

比較平成１０年度 平成１１年度
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 公債費の決算額は、３，１３２，４６１千円で、前年度（３，０１４，５２２千円）に比

べ１１７，９３９千円、３．９％の増となった。第６図は、市債発行額と公債費の推移を示

したものである。 
 公債費は、平成３年度以降しばらく横ばいで推移したが、平成６年度以降は徐々に上昇し、

平成１１年度は、海浜植物園整備事業やふれあいスポーツセンター建設事業の元金償還の増、

高利率の県融資の繰上償還（５６，６３５千円）を行ったこと等により、前年度より増加し

た。 
 市債の発行額は、平成５年度以降、ふれあいの森整備事業、海浜植物園整備事業、学校建

設事業など大型事業の実施により急増した。平成７年度では、市債の発行額の歳入全体に占

める割合は、１８．１％となったが、平成８年度では、前年度で海浜植物園整備事業が完了

したこともあって、１４．９％に下降した。しかし、平成９年度では、斎場整備事業、除雪

基地建設事業、ふれあいスポーツセンター建設事業の大型事業を実施したことにより、１７．

５％に上昇し、平成１０年度では、ふれあいスポーツセンター建設事業の大幅な増により、

２１．８％に上昇した。平成１１年度は、ふれあいスポーツセンター建設事業などの大型事

業が前年度で完了したことにより１２．０％に下降した。 
 過去の大型事業の実施による公債費が、今後の財政運営を圧迫することが懸念される。 

第６図   市債発行額と公債費の推移
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単位：百万円

決
算
額

市債発行
額

公債費

 
区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

市債発行額 1944 1614 2333 3379 3869 4226 3587 4381 5835 3052 

公債費 1850 1978 1985 1998 2110 2254 2561 2583 3015 3132 
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② 投資的経費 
 投資的経費の決算額は、６，２４０，０６８千円で、前年度（８，９４４，２４９千円）

に比べ２，７０４，１８１千円、３０．２％の減となり、歳出総額に占める構成比は、前年

度より８．８ポイント下降し、２５．４％となった。 
 なお、投資的経費の内訳は、付表６のとおりである。 
 普通建設事業費の決算額は、５，９１４，７９１千円で、前年度（８，５８５，０８１千

円）に比べ２，６７０，２９０千円、３１．１％の減となった。補助事業では簡易型移動通

信用鉄塔施設整備事業（２７２，１２１千円）の増、リサイクルプラザ建設事業（５８５，

３７５千円）の皆増、薮田漁港改修事業（１２７，９１４千円）の減、湖南小学校体育館改

築事業（２８０，０７４千円）の皆減等により、６１０，４５７千円、２５．４％の増とな

った。一方、単独事業では斎場整備事業（４３８，５１５千円）の皆減、リサイクルプラザ

建設事業（１６８，６８８千円）の皆増、除雪基地建設事業（１１７，８９９千円）の皆減、

フィッシャーマンズワーフ整備事業（３９，３６０千円）の増、ふれあいスポーツセンター

建設事業（２，６１７，２９３千円）の皆減により、３，２８０，７４７千円、５３．１％

の減となった。 
 目的別では、土木費２，１２０，７３６千円（構成比３５．９％）、農林水産業費１，９７

５，６６２千円（３３．４％）、衛生費８６７，１７０千円（１４．７％）、総務費２９３，

４０７千円（５．０％）、民生費２６３，９９６千円（４．５％）、消防費１０９，８３３千

円（１．９％）、教育費１０３，８９０千円（１．８％）、諸支出金９４，６２４千円（１．

６％）、商工費８５，４７３千円（１．４％）、の順となった。前年度との比較では、総務費

が２０１，４２３千円、２１９．０％の増、衛生費が３７８，０３８千円、７７．３％の増、

農林水産業費が２９０，１２１千円、１２．８％の減、土木費が２５３，４０１千円、１０．

７％の減、教育費が２，８７１，２６１千円、９６．５％の減となった。 
 災害復旧事業費の決算額は、３２５，２７７千円で、前年度（３５９，１６８千円）に比

べ３３，８９１千円、９．４％の減となった。 
 

③ その他の経費 
 その他の経費の決算額は、７，２４１，８７１千円で、前年度（６，２８８，８６８千円）

に比べ９５３，００３千円、１５．２％の増となった。 
 物件費の決算額は、２，１６４，６６６千円で、前年度（２，０７９，３８５千円）に比

べ８５，２８１千円、４．１％の増となった。主な要因としては、国民体育大会開催推進事

業（プレ国体）による６２，０４４千円の皆増などが挙げられる。 
 維持補修費の決算額は、２４９，９４４千円で、前年度（２９３，６８３千円）に比べ４

３，７３９千円、１４．９％の減となった。主な要因としては、西部清掃センター営繕費に

よる１３，６８８千円の減、小・中学校営繕費による１３，３４７千円の減などが挙げられ

る。 
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 補助費等の決算額は、１，１０５，７８９千円で、前年度（１，２８３，８４６千円）に

比べ１７８，０５７千円、１３．９％の減となった。主な要因としては、水道事業会計への

補助費（高料金対策の減など）による４９，５９０千円の減、病院事業会計への補助費（不

良債務解消の減、基礎年金の増など）による６３，９８５千円の減、市税還付金による１６，

０６８千円の減などが挙げられる。 
 積立金の決算額は、１，２８４，２９２千円で、前年度（４０５，９８２千円）に比べ８

７８，３１０千円、２１６．３％の増となった。前年度と比べて増減の大きいものをみると、

財政調整基金積立金による１７，３８９千円の減、減債基金積立金による４３０，４４０千

円の増、介護保険円滑導入基金積立金による４６１，５８０千円の皆増などが挙げられる。 
 投資及び出資金、貸付金の決算額は、９５９，５０４千円で、前年度（８３７，０６０千

円）に比べ１２２，４４４千円、１４．６％の増となった。内訳として、投資及び出資金が

３０７，６５４千円で、前年度（２２３，３１０千円）に比べ８４，３４４千円、３７．８％

の増、貸付金が６５１，８５０千円で、前年度（６１３，７５０千円）に比べ３８，１００

千円、６．２％の増となった。前年度と比べて増減の大きいものをみると、投資及び出資金

では、水道事業出資金による６６，９９６千円の増、病院事業出資金による３２，２０９千

円の減、氷見浜観光㈱への出資金５０，０００千円の皆増、貸付金では、小口事業資金あっ

旋預託金の１０，０００千円の増、地場産業育成資金預託金の３２，０００千円の増などが

挙げられる。 
 繰出金の決算額は、１，４７７，６７６千円で、前年度（１，３８８，９１２千円）に比

べ８８，７６４千円、６．４％の増である。内訳は、国民健康保険事業繰出金２４０，９７

５千円（前年度２１５，４３６千円）、高齢者・障害者住宅整備事業繰出金は９４千円（４５

６千円）、下水道事業繰出金８２８，３４９千円（８０２，０００千円）、老人保健医療事業

繰出金４１９，８９６千円（３７１，０２０千円）となっている。 
 
④ 性質別歳出決算額の構成比の推移 
 性質別歳出決算額の構成比の推移は、第７図のとおりである。義務的経費比率は、平成３

年度に４４．０％に達した後は減少傾向で推移し、平成５年度には４０．２％にまで下降し

たが、その後は上昇し、平成１１年度では、４５．２％となった。このような義務的経費比

率の変動は、主として公債費の推移によるものといえる。一方、投資的経費比率は、平成３

年度に２７．２％に落ち込んだ後は、毎年増減を繰り返して概ね３０％前後で推移していた。

平成１０年度は、ふれあいスポーツセンター建設事業の大幅な増により３４．２％まで上昇

した。平成１１年度は、前年度で大型事業が完了したことによって普通建設事業費が大幅に

減少したため２５．４％となった。また、その他の経費は、積立金や投資及び出資金のよう

に年によって大きく変動する経費もあるため毎年増減を繰り返しているが、平成２年度以後

は人件費を上回って推移している。 
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第９表   一般会計性質別歳出決算額の状況

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 10/9 11/10

人件費 5,668,271 23.3 5,621,933 21.5 5,585,215 22.7 △ 0.8 △ 0.7

うち職員給 4,280,902 17.5 4,271,847 16.3 4,181,995 17.0 △ 0.2 △ 2.1

扶助費 2,121,601 8.7 2,287,857 8.8 2,418,939 9.8 7.8 5.7

公債費 2,582,875 10.6 3,014,522 11.5 3,132,461 12.7 16.7 3.9

元利償還金 2,575,268 10.5 3,005,950 11.5 3,124,416 12.7 16.7 3.9

一時借入金利子 7,607 0.0 8,572 0.0 8,045 0.0 12.7 △ 6.1

10,372,747 42.6 10,924,312 41.8 11,136,615 45.2 5.3 1.9

普通建設事業費 7,478,529 30.6 8,585,081 32.8 5,914,791 24.1 14.8 △ 31.1

補助事業費 2,282,689 9.4 2,400,880 9.2 3,011,337 12.3 5.2 25.4

単独事業費 5,195,840 21.3 6,184,201 23.6 2,903,454 11.8 19.0 △ 53.1

災害復旧事業費 232,149 1.0 359,168 1.4 325,277 1.3 54.7 △ 9.4

失業対策事業費

7,710,678 31.6 8,944,249 34.2 6,240,068 25.4 16.0 △ 30.2

うち人件費 51,587 0.2 62,467 0.2 51,699 0.2 21.1 △ 17.2

物件費 2,006,960 8.1 2,079,385 7.9 2,164,666 8.8 3.6 4.1

維持補修費 273,914 1.1 293,683 1.1 249,944 1.0 7.2 △ 14.9

補助費等 1,194,564 4.9 1,283,846 4.9 1,105,789 4.5 7.5 △ 13.9

積立金 709,484 2.9 405,982 1.6 1,284,292 5.2 △ 42.8 216.3

投資及び出資金、貸付金 785,331 3.2 837,060 3.2 959,504 3.9 6.6 14.6

繰出金 1,357,289 5.6 1,388,912 5.3 1,477,676 6.0 2.3 6.4

6,327,542 25.8 6,288,868 24.0 7,241,871 29.4 △ 0.6 15.2

24,410,967 100.0 26,157,429 100.0 24,618,554 100.0 7.2 △ 5.9

区      分

合    計合    計合    計合    計

投資的経費計投資的経費計投資的経費計投資的経費計

義務的経費計義務的経費計義務的経費計義務的経費計

その他の経費計その他の経費計その他の経費計その他の経費計

（単位：千円、％）

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 増減率
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第７図   性質別歳出決算額の構成比の推移
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区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

義務的経費 41.5 44.0 40.8 40.2 41.1 41.9 42.6 42.5 41.8 45.2

投資的経費 30.9 27.2 30.1 33.5 32.3 32.3 29.2 31.6 34.2 25.4

その他の経費 27.6 28.8 29.1 26.3 26.6 25.8 28.2 25.9 24.0 29.4

人件費 25.3 26.8 24.5 23.9 24.2 24.3 23.3 23.2 21.5 22.7

公債費 9.7 10.4 9.2 9.0 9.4 9.9 10.9 10.6 11.5 12.7
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５５５５    財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性 
（１）経常収支比率 
 地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには財政構造の弾力

性が確保されていなければならないが、この財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして、

一般的に経常収支比率が用いられる。経常収支比率とは、経常的経費に充当された一般財源

が経常一般財源総額に占める割合であり、地方税、普通交付税を中心とする経常的な収入た

る一般財源が、人件費、扶助費、公債費のように容易に縮減することの困難な経常経費にど

の程度充当されてい

るかによって財政構

造の弾力性を判断し

ようとするものであ

る。 
 本市の経常収支比

率の推移は、第８図に

みられるように、平成

２年度には７６．０％

にまで低下したが、そ

の後は年々上昇を続

け、平成１１年度は経

常的経費に充当され

た一般財源が３１２，

９５２千円増加した

ものの、普通交付税が

６０４，７７０千円の

増加、地方特例交付金

が１７０，７３５千円の皆増などにより経常一般財源も増加したため８３．１％となった。

また、減税補てん債を経常一般財源に加えた経常収支比率は８２．６％となった。 
 充当経費別では、人件費は４０％前後でほぼ横ばいに推移していたが、平成７年度以降徐々

に低下の傾向にあり、平成１１年度は３４．９％となった。物件費は１０％前後でほぼ横ば

いで推移している。一方、公債費は平成２年度には１６．０％にまで低下し、それ以降は１

６％前後で推移していたが、平成１１年度は２１．３％となった。経常経費の増加は主とし

て公債費の増加によるものといえる。 
第１０表は、本市の経常収支比率を県内各市及び全国類似団体と比較したものである。そ

れによると、本市の経常収支比率は県内９市中でも極めて高い状態が続いており、また全国

類似団体との比較においてもかなり高い水準にあることから、今後の財政運営に当たっては、

引き続き適切な措置を講じ、財政構造の弾力性の確保に一層努めていかなければならない。 

第８図   経常収支比率の推移
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区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

経常収支比率 76.0 79.8 78.1 81.8 84.6 83.2 85.0 85.2 85.4 83.1 

うち人件費 37.2 38.6 37.7 38.2 39.2 38.4 38.3 38.0 36.8 34.9 

うち公債費 16.0 16.7 15.7 16.0 16.8 17.5 18.7 19.2 20.7 21.3 

うち物件費 8.8 9.6 8.8 10.0 10.5 10.7 10.1 9.8 9.9 9.8 

うち扶助費 4.1 4.1 4.7 5.0 5.2 5.2 5.9 6.0 6.6 6.4 
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（２）公債費比率 
 海浜植物園整備やふれあいスポーツセンター建設などの大型単独事業の実施や、数次にわ

たる景気対策を目的とする公共事業の追加などから、本市の市債発行額は近年急増しており、

これらの償還に要する経費も急激に増加してきている。財政構造の弾力性をみる場合には、

義務的経費の中でも特に非弾力的経費である公債費の増加による影響を考慮しなければなら

ない。 
 本市の公債費比率の推移は、第１１表に示すとおりである。平成３年度以降下降を続け、

平成５年度では１３．４％にまで低下したが、その後は上昇傾向に転じ、平成１１年度では

１７．３％となった。県内９市の中では比較的低い状態にあるものの全国類似団体との比較

においては高水準にある。なお、今後は上昇傾向で推移することが予想されるため引き続き

財政の健全化に努めていく必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０表    経常収支比率の状況

年度

区分

富山市 72.9 73.9 78.3 76.5 79.0 77.9 79.1 81.2 79.9 79.9

高岡市 75.2 75.4 73.3 77.5 83.0 84.3 84.4 84.9 85.0 79.9

新湊市 69.9 73.2 74.2 77.5 79.1 79.2 80.7 83.4 82.9 80.9

魚津市 65.0 66.2 63.4 72.7 78.6 81.2 81.3 84.7 86.4 83.7

滑川市 67.5 65.2 60.8 69.8 73.6 72.0 73.5 74.3 76.8 77.7

黒部市 64.0 64.6 68.8 67.3 77.4 74.5 78.7 73.9 82.5 75.2

砺波市 61.7 63.3 64.4 71.5 73.7 74.1 80.0 76.7 81.9 83.0

小矢部市 65.5 66.3 66.1 73.1 74.7 74.1 79.4 77.4 78.9 72.8

氷見市氷見市氷見市氷見市 76.076.076.076.0 79.879.879.879.8 78.178.178.178.1 81.881.881.881.8 84.684.684.684.6 83.283.283.283.2 85.085.085.085.0 85.285.285.285.2 85.485.485.485.4 83.183.183.183.1

県内９市単純平均 68.6 69.8 69.7 74.2 78.2 77.8 80.2 80.2 82.2 79.6

全国類似団体（Ⅱ－２） 70.1 71.0 71.9 74.4 78.2 79.1 80.6 81.1 81.9

65

（単位：％）

9 10 1183 4 72



 21 

 

 
６６６６    将来にわたる財政負担将来にわたる財政負担将来にわたる財政負担将来にわたる財政負担 
 財政状況をみるには、単年度の歳入歳出ばかりでなく、地方債、債務負担行為等のように、

将来にわたって財政負担となるものや、積立金のように年度間の財源調整を図り、将来にお

ける弾力的な財政運営に資するため財源を留保するものなども含めて総合的に把握する必要

がある。 
 

（１）市債現在高 
 市債現在高の推移は、付表２のとおりである。平成１１年度末現在高（普通会計）は３２，

９３８，３３７千円で、前年度末（３１，９１０，５１２千円）に比べ１，０２７，８２５

千円、３．２％の増、平成２年度末との対比では２．４５倍となった。なお、このほか公営

企業（下水道含む）において償還する企業債には、経費負担区分の原則等に基づき普通会計

で負担すべきものもあり、これら企業債等も含めると平成１１年度末では５７，９０５，０

５５千円（対前年度末比５．１％増）となり、平成２年度末との対比では２．１６倍に増大

している。 
 市債現在高（普通会計）と標準財政規模（標準税収入額等プラス普通交付税）を比較し、

その推移を示したものが第９図である。平成２年度末市債現在高は、標準財政規模に対して

１．２８倍であり、その後も１．３０倍を下回る値で推移していたが、平成５年度以降、そ

の差が拡大し、平成１１年度末では、前年度までの大型事業の実施による市債残高の増加に

より２．４０倍となった。 
 

第１１表    公債費比率の状況

年度

区分

富山市 10.5 10.4 10.4 10.5 12.1 12.6 12.6 13.2 12.9 14.1

高岡市 11.8 12.1 12.0 14.0 16.4 17.7 18.0 19.0 18.1 17.7

新湊市 11.5 11.2 10.7 10.9 11.8 12.6 14.9 15.9 16.6 16.9

魚津市 12.2 12.1 11.9 13.2 15.0 15.9 15.2 17.0 17.9 18.8

滑川市 14.4 14.0 12.5 13.6 13.8 13.8 13.8 13.7 14.0 16.1

黒部市 10.3 11.4 10.2 13.0 14.2 15.0 18.3 17.8 18.9 20.6

砺波市 11.8 12.2 12.7 14.2 14.4 15.1 15.4 15.6 17.7 19.0

小矢部市 11.4 12.8 12.7 14.1 15.1 15.7 16.5 18.0 17.7 16.4

氷見市氷見市氷見市氷見市 14.114.114.114.1 14.814.814.814.8 13.813.813.813.8 13.413.413.413.4 13.813.813.813.8 14.314.314.314.3 14.914.914.914.9 15.215.215.215.2 16.316.316.316.3 17.317.317.317.3

県内９市単純平均 12.0 12.3 11.9 13.0 14.1 14.7 15.5 16.2 16.7 17.5

全国類似団体（Ⅱ－２） 11.7 11.6 11.9 12.7 13.0 13.9 14.6 14.2 14.8

2 3 4 5 6 7

（単位：％）

8 9 10 11
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（２）債務負担行為額 
 地方公共団体は、将来の

支出を約束するものとし

て債務負担行為を行うこ

とができるが、この債務負

担行為には、数年度にわた

る建設工事及び土地購入

等の場合のように翌年度

以降の経費支出が予定さ

れているものと、債務保証

又は損失補償のように債

務不履行等一定の事実が

発生したときに支出され

るものとがある。これら債

務負担行為に基づく翌年

度以降の支出予定額は、付

表３にみられるように、平

成４年度末では国営総合

かんがい排水事業費負担

金が皆増となったため大

幅増となったが、平成１１

年度末では６，７９７，０４７千円で、前年度末（７，３４３，８０３千円）に比べ５４６，

７５６千円、７．４％の減となった。 
 
（３）積立金現在高 
 地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備えて積立てを行って

いる。本市の積立金現在高は、付表４に示したが、平成１１年度末では４，９８２，０６５

千円で、前年度末（４，１６６，９４６千円）に比べ８１５，１１９千円、１９．６％の増

となった。内訳は、財政調整基金が１，５５３，８２２千円で、前年度末に比べ６，７７０

千円の減、減債基金が１，４０６，１９７千円で、前年度末に比べ３７７，１８５千円の増、

その他特定目的基金は２，０２２，０４６千円で、前年度末（１，５７７，３４２千円）に

比べ４４４，７０４千円の増となった。その他特定目的基金の増となった主な要因としては、

ふるさとづくり基金の１２，１１７千円の減、社会福祉事業振興基金の４，９５０千円の増、

介護保険円滑導入基金４５０，５８０千円の増などが挙げられる。 
 

 

第９図   市債現在高（普通会計）と標準財政規模の推移
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区分 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

標準財政規模 1051 1085 1172 1195 1211 1242 1267 1305 1340 1371 

市債残高 1346 1393 1510 1735 2005 2303 2512 2801 3191 3294 
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（４）将来にわたる財政負担 
 市債現在高（普通会計）に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現

在高を差し引いたもの、すなわち将来にわたる財政負担額は、平成１１年度末では３４，７

１９，３２４千円となり、前年度末（３５，０５７，６８２千円）に比べ、３３８，３５８

千円、１．０％の減となった。 
 第１２表は、これを全国類似団体と比較（ただし平成１０年度末）したものである。本市

は、地方債現在高及び債務負担行為額においてかなり全国類似団体を上回っていることから、

将来にわたる財政負担額は、１団体当たりでは１４，００９，５７４千円、６６．６％、ま

た人口１人当たりでも２６２，２５７円、７９．１％いずれも全国類似団体を上回っている。

また、標準財政規模との１団体当たり比較では、本市が２．６２倍なのに対し、全国類似団

体は１．５５倍となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

第１２表   将来にわたる財政負担額の状況   

普通会計 平成１1年度以降 積立金現在高 将来にわたる ＊参考

地方債現在高 支出予定の 財政負担額 標準財政規模

（平成10年度末）Ａ 債務負担行為額Ｂ （平成10年度末）Ｃ A＋Ｂ－Ｃ （平成10年度）

１団体

当たり 31,910,512 7,343,803 4,196,633 35,057,682 13,399,965

（千円）

人口１人

当たり 540,490 124,387 71,081 593,796 226,964

（円）

１団体

全国 当たり 22,012,388 2,802,838 3,767,118 21,048,108 13,594,100

類似 （千円）

団体 人口１人

（Ⅱ－２） 当たり 346,728 44,149 59,338 331,539 214,128

（円）

＊この指数表中、人口１人当たり額において基礎とした人口は、平成１１年３月３１日現在の住民基本台

帳登載人口である。

氷見市

区    分



付表１   平成１１年度氷見市会計別歳入歳出決算額調

会計別 収入済額 支出済額 差引 備考

一般会計 27,134,981 25,375,810 24,618,554 757,256 各会計へ 2,234,552 繰出

国民健康保険 3,727,246 3,787,806 3,656,891 130,915 一般会計より 240,975 繰入

育英資金 11,753 13,479 11,005 2,474

高齢者・障害者住宅整備資金 18,668 18,663 18,663 一般会計より 94 繰入

下水道 6,014,822 5,513,069 5,480,720 32,349 一般会計より 828,349 繰入

老人保健医療事業 7,156,353 7,072,034 7,061,983 10,051 一般会計より 419,896 繰入

地域振興券交付事業 309,970 282,611 282,611

計 17,238,812 16,687,662 16,511,873 175,789 一般会計より 1,489,314 繰入

収入 1,755,857

支出 1,788,820 1,689,004 1,698,285 △ 9,281 一般会計より 151,202 繰入

収入 1,114,798

支出 1,504,137 1,011,305 1,314,876 △ 303,571 一般会計より 174,698 繰入

収入 2,870,655

支出 3,292,957 2,700,309 3,013,161 △ 312,852 一般会計より 325,900 繰入

収入 6,092,202

支出 6,472,898 6,100,102 6,431,560 △ 331,458 一般会計より 332,019 繰入

収入 152,452

支出 195,880 152,452 195,879 △ 43,427 一般会計より 87,319 繰入

収入 6,244,654

支出 6,668,778 6,252,554 6,627,439 △ 374,885 一般会計より 419,338 繰入

収入 9,115,309

支出 9,961,735 8,952,863 9,640,600 △ 687,737 一般会計より 745,238 繰入

54,335,528 51,016,335 50,771,027 245,308

52,064,356 48,781,783 48,536,475 245,308

小計

合     計

純     計

特
別
会
計

企
業
会
計

（単位：千円）

予算現額

計

水道事業

病院事業

収益的収支

資本的収支

収益的収支

小計

資本的収支
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付表２   市債残高調

区分 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度

１   普通債 10,569,726 10,714,952 11,676,269 13,475,550 15,553,983 17,754,867 19,169,150 21,727,485 25,315,163 26,610,310

（１）土木 2,902,739 3,077,045 3,798,591 4,890,806 5,856,841 6,433,239 7,317,135 8,200,165 9,099,592 9,629,337

（２）農林水産 1,203,351 1,026,893 929,011 1,118,061 2,003,053 3,294,482 3,597,707 3,880,634 4,329,996 4,802,528

（３）教育 4,288,682 4,587,497 4,823,480 5,283,988 5,315,766 5,482,766 5,537,025 6,584,221 8,598,239 8,226,626

普 （４）衛生 810,313 685,871 603,553 554,024 650,601 743,874 792,309 1,182,454 1,534,780 2,184,916

（５）その他 1,364,641 1,337,646 1,521,634 1,628,671 1,727,722 1,800,506 1,924,974 1,880,011 1,752,556 1,766,903

通 ２   災害復旧債 522,255 521,248 460,946 463,488 395,368 407,020 473,884 483,142 530,071 532,829

３   その他 2,367,226 2,692,521 2,962,414 3,413,066 4,101,234 4,867,450 5,476,658 5,795,074 6,065,278 5,795,198

会 （１）辺地債 1,702,102 1,891,799 2,038,411 2,264,444 2,458,802 2,626,612 2,782,036 2,836,307 2,843,044 2,768,494

（２）県貸付金 408,124 478,522 551,603 575,688 574,130 587,134 479,577 403,661 302,594 178,475

計 （３）減税補填債 426,500 870,300 1,394,800 1,376,381 1,672,917 2,039,391

（４）その他 257,000 322,200 372,400 572,934 641,802 783,404 820,245 1,178,725 1,246,723 808,838

小計 13,459,207 13,928,721 15,099,629 17,352,104 20,050,585 23,029,337 25,119,692 28,005,701 31,910,512 32,938,337

対前年度比 107.0 103.5 108.4 114.9 115.6 114.9 109.1 111.5 113.9 103.2

水道事業会計 4,327,498 4,620,754 4,826,928 5,074,997 5,335,526 5,611,771 5,900,133 6,074,277 6,238,479 6,521,740

病院事業会計 3,003,553 2,923,921 2,778,110 2,983,607 2,790,343 2,618,968 2,472,176 2,337,704 2,215,312 2,147,233

下水道事業会計 6,078,524 6,429,204 7,077,340 8,319,132 9,822,487 11,025,484 12,268,291 13,432,705 14,705,732 16,297,745

合計 26,868,782 27,902,600 29,782,007 33,729,840 37,998,941 42,285,560 45,760,292 49,850,387 55,070,035 57,905,055

対前年度比 105.2 103.8 106.7 113.3 112.7 111.3 108.2 108.9 110.5 105.1

（単位：千円、％）
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付表３   債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の状況調

区  分 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度

土木 53,158 124,001 125,126 263,240 11,336 8,277 51,764 1,176 590

学校 42,270 53,663 620 30,000 611 7,035

農林水産 1,019,932 908,800 8,198,129 7,810,212 7,348,371 7,061,805 6,595,987 6,174,276 5,770,452 5,338,971

社会福祉 150,457 394,641 399,915 369,180 343,532 722,625 682,913 948,582 1,045,094 1,037,120

その他 196,336 178,752 79,919 110,566 428,108 303,124 444,054 470,439 527,667 420,956

合    計 1,462,153 1,659,857 8,803,709 8,583,198 8,131,958 8,095,831 7,774,718 7,601,508 7,343,803 6,797,047

付表４   基金残高調（平成１２年５月末現在）

区    分 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度

財政調整基金 1,439,030 1,492,992 1,468,414 1,459,475 1,482,545 1,737,054 1,696,692 1,689,973 1,560,592 1,553,822

減債基金 1,132,685 1,291,460 1,288,146 1,189,421 1,104,658 967,734 1,176,083 1,230,542 1,029,012 1,406,197

ふるさとづくり基金 119,082 242,547 278,247 174,809 91,472 94,888 87,673 224,442 215,303 203,186

社会福祉事業振興基金 165,079 157,583 320,851 492,140 451,654 462,497 469,755 472,265 477,735 482,685

介護保険円滑導入基金 450,580

地域農業振興基金 39,480 42,243 18,942 29,634 30,255 39,369 53,624 51,315 51,713 51,847

水産業振興基金 2,386 2,534 2,657 2,746 2,792 2,844 2,855 2,865 2,875 2,882

教育文化振興基金 37,688 39,688 141,588 262,458 474,146 587,011 695,084 703,245 712,356 716,282

安部人づくり基金 100,000 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445 108,445

スポーツ振興基金 7,851 3,589 5,082 5,255 5,683 5,787 5,857 6,394 8,915 6,139

合    計 3,043,281 3,381,081 3,632,372 3,724,383 3,751,650 4,005,629 4,296,068 4,489,486 4,166,946 4,982,065

土地開発基金 195,277 433,339 669,180 670,459 679,745 686,166 747,046 763,273 767,052 782,202

（単位：千円）

（単位：千円）
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付表５   財政力指数（３箇年平均）の状況調

区    分 平成２年度 平成３年度 平成４年度 平成５年度 平成６年度 平成７年度 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１1年度

富山市 1.084 1.056 1.027 1.000 0.969 0.949 0.921 0.913 0.893 0.858

高岡市 0.942 0.926 0.904 0.893 0.880 0.884 0.870 0.866 0.848 0.810

新湊市 0.871 0.863 0.859 0.872 0.858 0.844 0.822 0.813 0.789 0.740

魚津市 0.766 0.749 0.754 0.735 0.720 0.707 0.703 0.688 0.662 0.636

滑川市 0.619 0.599 0.587 0.590 0.603 0.618 0.619 0.618 0.626 0.606

黒部市 0.972 0.931 0.893 0.862 0.840 0.812 0.773 0.742 0.741 0.714

砺波市 0.573 0.546 0.548 0.570 0.582 0.588 0.583 0.583 0.580 0.567

小矢部市 0.568 0.548 0.551 0.575 0.596 0.610 0.605 0.591 0.572 0.542

氷見市 0.400 0.386 0.397 0.411 0.422 0.435 0.444 0.447 0.443 0.425

県内９市単純平均 0.755 0.734 0.724 0.723 0.719 0.716 0.704 0.696 0.684 0.655

全国類団（Ⅱ－２） 0.70 0.69 0.69 0.70 0.70 0.70 0.69 0.69 0.68
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付表６   平成１１年度投資的経費決算額調

分・負担金 （参考）
決算額 国庫支出金 県支出金 寄付金 市債 その他 一般財源 前年度決算額

5,914,791 803,004 651,936 15,525 2,742,400 314,908 1,387,018 8,585,081
3,011,337 803,004 566,384 10,666 947,900 154,410 528,973 2,400,880

議会費
総務費 263,596 600 144,102 34,700 78,403 5,791 7,230
民生費 87,965 71,112 9,379 18 7,456 31,933
衛生費 614,418 154,411 9,118 417,000 3,810 30,079 12,531
農林水産業費 937,893 40,342 388,509 10,666 91,600 27,193 379,583 1,308,525
商工費 29,833 4,940 7,645 13,296 3,952
土木費 976,387 499,322 363,300 28,634 85,131 699,929
消防費 72,539 13,597 7,631 41,300 3,056 6,955 30,266
教育費 28,706 18,680 10,026 310,466

2,903,454 85,552 4,859 1,794,500 160,498 858,045 6,184,201
議会費
総務費 29,811 29,811 84,754
民生費 176,031 5,661 53,000 117,370 117,571
衛生費 252,752 137,600 7,675 107,477 476,601
農林水産業費 1,037,769 61,253 2,655 661,900 36,990 274,971 957,258
商工費 55,640 9,100 46,540 73,077
土木費 1,144,349 15,500 1,727 903,100 28,246 195,776 1,674,208
消防費 37,294 2,365 477 29,800 4,652 42,215
教育費 75,184 773 74,411 2,664,685
諸支出金 94,624 87,587 7,037 93,832

325,277 116,853 122,345 5,481 68,800 7,639 4,159 359,168
321,522 116,853 122,345 5,481 65,100 7,639 4,104 345,791

農林水産業 144,848 122,345 5,481 8,300 7,562 1,160 144,388
土木 176,674 116,853 56,800 77 2,944 201,403

3,755 3,700 55 13,377
民生 2,677
農林水産業 3,755 3,700 55
土木 10,700

6,240,068 919,857 774,281 21,006 2,811,200 322,547 1,391,177 8,944,249

（単位：千円）

投資的経費合計

区    分

３   失業対策事業費

２   災害復旧費

（２）単独事業費

１   普通建設事業費
（１）補助事業費

（１）補助事業費

（２）単独事業費
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